
目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

R2年度に策定を予定している新たな市営住宅長寿命化計画の中で、市営住宅の大規模改修や建替え事業等の実施時期を検
討する必要がある。

「つくば市市営住宅長寿命化計画」に基づく改修、廃止、建
替え等の事業を継続して進めていく必要があるが、国の交付
金について、市の要望額が配分されていないため、事業の進
捗が遅れている。

・住宅セーフティネットの確保のため、市営住宅以外の選択
　肢として民間賃貸住宅の活用（情報提供）を促進する。
・市内における住生活の質の向上を図るため、マンション連
　絡会への支援や、社会資本整備総合交付金（社総交）を活
　用した市営住宅改修などを行う。
※行政改革アクションプラン「53 長寿命化計画の策定」該
　当事業

・社総交の活用により、市の財源を確保することができた。
・市営住宅の改修工事により、住環境の向上を図ることがで
きた。
・マンション連絡会活動を支援することができた。
・住宅困窮者へ情報提供による支援を行うことができた。

・社総交の交付金及び要望に係る申請（市営住宅改修工事、
　障害者・住宅リフォ-ム事業他）
・市営住宅屋根外壁改修工事等(１団地)、市営住宅浴室改修
　工事(１団地)、市営住宅浴室・屋根改修工事(１団地)、市
　営住宅立替工事設計委託(１団地)
・マンション連絡会が開催するセミナー共催等の協力
・民間賃貸住宅情報を住宅困窮者へ提供
・住宅リフォーム助成制度に関する調査、検討
・政策空家で退去済み住宅の解体工事（随時）

・社総交に係る申請（現年度変更申請及び次年度要望等）
・屋根外壁改修工事（戸ノ山団地５号棟）
・浴室改修工事（駒形団地２号棟、谷田川団地１号棟）
・外壁改修工事（北条日向団地）
・解体工事（小沢団地）
・マンション連絡会と共催でセミナーを実施（10月14日、出
席者23名）
・民間賃貸住宅情報の提供
・住宅リフォーム補助金に係る要綱の制定

継続

住宅政策事業

一部委託

01-080502-11 住宅政策に要する経費

         9.0

         0.0

        19.0

         0.0

        26.0

         0.0

        16.0

         0.0

        16.0

         0.0

         7.0

         0.0

         0.0

         0.0

住生活基本法、公営住宅法、つくば市市営住宅条例

茨城県住生活基本計画、つくば市市営住宅長寿命化計
 画

　「住生活基本計画（全国計画）」に従い、市民の住生活の
質の向上や住宅セーフティネットの確保を図る。

民間賃貸住宅情報提供件数

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

法定事務

■

■

■

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

605

活動指標

Ⅲ 1 (3) 快適な居住環境の整備

建設部住宅政策課

住宅係

件



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

旅費：69千円
需用費：71千円
委託料：44,385千円
工事請負費：193,146千円
負担金補助及び交付金：10,097千円
償還金利子及び割引料：188千円

     116,696      155,620

維持

4

3

3

2

十分に高く、今後も変わらずにあると見込まれる。

やや遅れたが、今年度の実施計画を達成した。

法令等により、市の実施が定められている。

継続して実施する必要がある。

         1.50          1.50

        81.00         39.80

無 無

      10,787       10,685

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

      29,490       51,825       54,929            0

           0            0            0            0

      69,122       63,300      160,100            0

           0            0            0            0

       7,297       29,810       32,927            0

     105,909      144,935      247,956            0

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

市営住宅の老朽化に伴い、給排水施設の個別修繕箇所や、長期入居者の室内修繕箇所が増加していることから、設備等の
予防保全的な維持管理についても長寿命化計画に位置付ける必要がある。

耐用年数を過ぎた市営住宅の用途廃止を進めるとともに、老
朽化による修繕箇所が多い状況が続いているため、「つくば
市市営住宅長寿命化計画」に基づく、改修、廃止、建替え等
の政策を継続して進めていく必要がある。

・定期的な住宅の保守点検管理業務や住宅の修繕及び退去時
　における修繕を行う。

日常的に必要な維持管理業務を実施し、市営住宅入居者に対
して安心な住生活環境を提供することができた。

・委託による施設管理（水道施設、住宅内植栽、消防設備、
　水質検査他）
・委託による住宅管理（各住宅の定期点検パトロール他）
・住宅修繕（一般修繕，退去時修繕）
・建築基準法に基づく定期点検（３団地）
・つくば市公共施設点検マニュアルの運用

・給水施設維持管理委託：１件、・水質検査委託：１件
・植栽維持管理委託：３件、植栽管理（随時）：12件
・電気保守点検：１件　　・住宅定期パトロール委託：１件
・清掃委託：４件　　・消防設備点検委託：１件
・建築基準法定期点検：ひがし谷田川、駒形、金田
・住宅修繕：202件
・修繕工事：73件（公共施設整備課依頼22件含む）
・公共施設点検マニュアルによる修繕履歴表等の作成

継続

市営住宅維持管理事業

一部委託

01-080501-11 住宅維持管理に要する経費

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

公営住宅法、つくば市市営住宅条例

つくば市市営住宅長寿命化計画

　市営住宅入居者の良好な居住環境を図る。

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

法定事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

606
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目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

・旅費：64千円
・需用費：20,518千円
・役務費：1,406千円
・委託料：21,909千円
・使用料及び賃借料：34,449千円
・工事請負費：21,000千円
・負担金補助及び交付金：128千円

      99,501      105,019

維持

4

4

3

2

十分に高く、今後も変わらずにあると見込まれる。

計画通りに進めることができた。

法令等により、市の実施が定められている。

継続して実施する必要がある。

         1.00          1.00

        57.60         15.40

有 無

       7,200        6,821

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

      16,669            0            0            0

      75,632        1,318       99,474            0

           0       96,880            0            0

      92,301       98,198       99,474            0

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

残地物処分の事務処理要領を定め、残地物の処分を適切に行い、住宅ストックとして活用できる状態とする。

残置物の処分について、他自治体の事例を収集したが、要項
の策定には引き続き検討が必要となる。

・定期募集による入居者の募集に伴う手続きの案内等の業務
・抽選等による入居予定者の決定、資格審査等
・入居決定者への入居説明、鍵の引き渡し
・退去時の、住宅返還の届出受付業務及び現状復旧の案内等
・退去検査の実施
・退去者の家賃清算、敷金返還業務
・入居者の申請に基づく、同居、承継、駐車場等の承認事務

住宅困窮者である入居者へ安心な生活環境を提供し、市有財
産である住宅の適切な管理を行うことができた。

・定期募集による入居事務（４月、７月、10月、１月）
・随時募集待機者の入居事務
・用途廃止に伴う入退去・住替え事務（随時）
・退去事務
・入居者残置物の処分に関する事務処理要綱の策定の検討

・入居者定期募集を４回実施
　募集戸数：57戸（重複あり）、申込数：60件（取下除く
）
・入居数　新規：22戸　住替え：3戸
・随時募集　入居：１戸
・退去数：54戸
・（一財)茨城県住宅管理センターへ一部委託
　管理センターへの入居相談数：177件（4～12月）
・市営住宅条例及び施行規則の改正

継続

市営住宅入退去管理事務

一部委託

01-080501-11 住宅維持管理に要する経費

        45.0

        55.0

        40.0

        49.0

        22.0

        43.0

        19.0

        46.0

        22.0

        46.0

        22.0

        54.0

         0.0

         0.0

公営住宅法、つくば市市営住宅条例

　住宅に困窮する者に対して低廉な家賃で市営住宅を提供す
る。

市営住宅の新規入居数

市営住宅の退去数

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

法定事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

607

活動指標

活動指標

建設部住宅政策課

住宅係

件

件



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

・委託料
　市営住宅管理業務委託料：13,650千円

      16,570       16,548

維持

4

4

3

2

十分に高く、今後も変わらずにあると見込まれる。

計画通りに進めることができた。

法令等により、市の実施が定められている。

継続して実施する必要がある。

         0.60          0.60

        34.60          9.20

有 有

       4,321        4,093

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

      12,249       12,455       13,650            0

           0            0            0            0

      12,249       12,455       13,650            0

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

つくば市営住宅家賃滞納整理実施要領について、現状の業務委託に対応した内容の追加を検討する。

現年度の家賃徴収率が横ばいとなっており、徴収率を上げる
方策の検討が必要である。

・「公営住宅法施行令第２条」及び「つくば市市営住宅条例
　第16条」に基づき、家賃を決定し徴収する。
・未納者へ督促状の送付、電話または訪問による納付催告の
実施、催告書の送付を行う。
※行政改革アクションプラン「38 住宅使用料の滞納額の縮
　減」該当事業
・入居者の申請により、使用料の減免の審査、承認を行う。

住宅困窮者へ収入に応じた家賃負担により安定した住居を提
供できるとともに、市の財源の確保がなされた。

・住宅使用料の請求及び収納事務
・次年度家賃決定のための収入調査及び家賃決定事務
・未納者への督促状の送付
・（一財）茨城県住宅管理センターと合同で家賃滞納者に対
　する訪問または電話による催告等納付指導事務
・未納者の状況を（未納時期、未納額等）を整理し、不能欠
　損（債権放棄）処理の検討を行う。

・収入申告書の提出依頼送付：638件
・督促状送付：1,295件
・家賃減免承認：93件
・不能欠損処理（時効援用によるもの）：１件
・委託事業者による納付指導（４～12月）
　　電話指導：489件　　訪問指導：987件

継続

市営住宅使用料徴収事業

一部委託

01-080501-11 住宅維持管理に要する経費

        93.0

         0.0

        93.3

         0.0

        93.9

         0.0

        93.3

         0.0

        93.2

         0.0

        94.8

         0.0

         0.0

         0.0

公営住宅法、つくば市市営住宅条例

　つくば市市営住宅条例第16条に基づいた適切な住宅使用料
を決定・徴収し、市の財源を確保する。また、市営住宅入居
者の中で、滞納となっている住宅使用料を徴収する。

※行政改革アクションプラン「38 住宅使用料の滞納額の縮減」該当指標、R1年度（Ｒ2.4.30現在）

現年度家賃徴収率

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

        91.4

         0.0

        93.0

         0.0

        93.3

         0.0

        93.9

         0.0

        93.0

         0.0

        98.0

         0.0

        99.0

         0.0

法定事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

608

成果指標

建設部住宅政策課

住宅係

％



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

・消耗品：15千円
・印刷製本費：265千円
・通信運搬費：13千円
・手数料：129千円
・電算処理委託料：1,946千円
・使用料及び賃借料：238千円
・償還金利子及び割引料：1千円

       8,886        9,161

維持

4

4

3

2

十分に高く、今後も変わらずにあると見込まれる。

計画通りに進めることができた。

法令等により、市の実施が定められている。

継続して実施する必要がある。

         0.90          0.90

        51.90         13.80

有 無

       6,481        6,139

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

       2,405        3,022        2,607            0

           0            0            0            0

       2,405        3,022        2,607            0

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

・行政指導等に従わない案件の所有者等に対しては、継続的に指導するとともに、著しく管理不全な空家等については、
特定空家等庁内調査委員会での審議を経て、必要な措置を講じていく。
・空き家等無料相談会を継続開催するとともに、空家活用補助金を交付することで、空家バンク制度への物件登録を促し
、空家等の有効活用を促進する。

・助言、指導しても改善されない空家等への対応。
・空家バンク制度の登録物件が少なく、利用希望者のニーズ
に応えられていない。

・市民からの情報提供（相談）を受けて、現況調査を行い、
　管理不全な状態である空家と判断した場合には、所有者等
　を調査し、助言、指導、勧告を行う。さらに、その空家が
　著しく危険であると判断した場合には、措置命令、公表、
　行政代執行を行う。
・空き家等無料相談会や空家バンク制度などの空家の有効活
　用施策を実施する。

・管理不全な空家等への行政指導等は遅滞なく実施し、地域
の生活環境の悪化を防止した。
・空き家等無料相談会を予定通り開催し、相談希望者の多岐
にわたる相談に対応し、空家等の有効活用に貢献した。
・空家バンク制度について、民生委員会での説明やR2年度固
定資産税納税通知へチラシ同封の準備を行い周知を図った。

・管理不全な空家等の現地調査、所有者調査、助言、指導の
　実施
・空家等のデータベースの整備更新
・空き家等無料相談会開催（４回）
・空家バンク制度の周知方法の検討（広報紙掲載、民生委員
　会での説明会、固定資産税納税通知へのチラシ同封）
・空家改修補助金等の検討
・庁内調査委員会の開催
・特定空家等に対する法的措置の実施

・情報提供（相談）86件（うち管理不全76件）、行政指導75
件、対応完了34件　・過年度継続案件：73件、行政指導66件
、対応完了24件　・データベース随時更新
・空き家等無料相談会４回（43組参加）
・空家バンク制度の周知（広報紙３回、地区民生委員会６回
、R2年度固定資産税納税通知へチラシ同封準備）
・空家活用補助金要綱の制定（空家バンク登録物件の改修と
家財処分）　・庁内調査委員会１回　・特定空家等の認定
２件、対応完了１件、除却命令の公告１件

継続

空き家等の適正管理及び有効活用事業

職員のみ

01-030112-12 空き家対策に要する経費

        43.0

         0.0

        37.0

         0.0

        58.0

         0.0

        50.0

         0.0

        60.0

         0.0

        75.0

         0.0

         0.0

         0.0

空家等対策の推進に関する特別措置法
つくば市空き家等適正管理条例

つくば市空家等対策計画

　空家等の所有者に財産管理を義務づけて、空家等が放置さ
れ、管理不全になることを未然に防止するとともに、管理不
全な空家等については、行政指導や行政処分を科すことで市
民の安全で安心な生活環境を守る。

市民から情報提供（相談）があった管理不全な空家等について、所有者等を調査、特定し、管理不全な状態
を改善するよう行政指導を行った件数

管理不全な空家等の所有者等に対する行政指導件数

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

法定＋任意

Ⅱ 3 1 住環境の整備

■

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

609

活動指標

75

Ⅲ 1 (3) 快適な居住環境の整備

建設部住宅政策課

空き家対策係

件



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

報償費　有識者アドバイス謝礼　53千円
　　　　空き家等無料相談会相談員謝礼　378千円
　　　　空家等対策協議会委員謝礼　420千円
旅費　　普通旅費（所有者等訪問）128千円
需用費　事務用消耗品　60千円　現場作業用消耗品　60千円
　　　　混合油　4千円　飲み物代　6千円
　　　　チラシ印刷代　184千円
役務費　郵便料（返信用封筒切手代）26千円
　　　　財産管理人手数料予納金　1,000千円
工事請負費　空家解体撤去工事　4,000千円
負担金補助及び交付金　空家改修補助金　2,500千円
　　　　　　　　　　　空家家財処分補助金　500千円

      22,609       21,690

拡充

5

4

3

3

十分に高く、今後も増加が見込まれる。

計画通りに進めることができた。

法令等により、市の実施が定められている。

他の事業に優先して進める必要がある。

         3.00          3.00

       220.00        295.00

有 無

      21,717       21,075

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

　空家活用補助金制度（改修補助金、家財処分補助金）を新設し、空家バンク制度による空家の活
用を促進する。また、固定資産税納税通知書に空家バンク制度のチラシを同封し、周知を図る。
　特定空家等の除却に備え、空家解体撤去工事費を２棟分に増額する。

           0            0        1,500        1,500

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0        5,000        5,000

         892          615        2,819        2,819

         892          615        9,319        9,319

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度


